
　平成28年度予算編成にあたっては、市民
感覚をもって行財政改革を徹底的に行い、補
てん財源に依存することなく収入の範囲内
で予算を組むことを原則とするなど、将来世
代に負担を先送りすることのないよう財政
健全化への取り組みを進めるとともに、限ら
れた財源のもとで一層の選択と集中を全市
的に進めることとしています。

のスビーサ民市「、ともの方え考たしうこ　
拡充」と「大阪の改革と成長」という方向性を
基本に、幼児教育の無償化をはじめとした子
育て・教育環境の充実や、真に支援が必要な
方へのサービス提供など暮らしを守る福祉
等の向上、各区による特色ある施策の展開を
推進していきます。
　なお、この予算案は、市会の6つの常任委
員会（財政総務・教育こども・民生保健・都市
経済・建設消防・交通水道）で審議されます。
　平成28年度予算案で取り組むこととして
いる主な施策・事業の内容については、大阪
市ホームページでご覧いただけます。また、
4月号の広報紙でもお知らせする予定です。

※１ 扶助費・・・生活保護費など、主に福祉・保健・医療にかかる経費
※２ 公債費・・・市債の元金および利子支払額
※３ 行政施策経費・・・事務経費や市民利用施設の管理運営などにかかる経費
※４ 投資的経費・・・市民利用施設や学校・道路などの整備にかかる経費
※５ 特別会計繰出金等・・・一般会計から特別会計等へ支出する経費

平成28年度  予算案を編成しました
平成28年度予算案全体の姿

一般会計歳出予算　１兆6509億円
　　　　　　　　対前年度比　757億円減

人件費
1961億円（11.9％）

扶助費 ※１
5385億円（32.6％）

公債費 ※２
2893億円（17.5％）

行政施策経費 ※3
3020億円（18.3％）

特別会計繰出金等 ※5
1945億円（11.8％）

投資的経費 ※4
1305億円（7.9％） 歳出

（構成比）

土地先行取得事業会計等の廃止に伴う影
響額を除いた実質的な比較では84億円減( (

①国民健康保険料（府内市町村並みとなるよう1％増改定）
②幼稚園・保育所等保育料
　（5歳児にかかる幼児教育の無償化、国の制度改正に伴う改定等）
　例 5歳児にかかる幼児教育の無償化
　　　 料無 → 円00202～料無　　）額月（）定認号1（等園稚幼 
　　　 ）額月（）帯世の円万046～円万055約収年（）定認号2（等所育保 

25000円 → 12600円
　　 ）化分細の分区層階の料育保（）定認号1（料育保等園稚幼
　　　 ）額月（）帯世の円万086～円万063約収年（児歳4

17800円 → 15800円～17800円
　　 年収約360万円未満の多子世帯の保育料（年齢制限の撤廃）
　　　 1人目の年齢に関わらず、2人目半額、3人目以降無料
　　 年収約360万円未満のひとり親世帯等の保育料（軽減措置の拡充）
　　　 1人目半額、2人目以降無料
　※保護者の年収や子どもの年齢等により金額は変わります。
③住民票等手数料（受益と負担の公平性の観点や他都市の状況をふまえ改定）
　例 住民票の写し
　　 　（窓口）200円→300円　（コンビニ）200円のまま据え置き
　　 印鑑登録証明
　　 　（窓口）250円→300円　（コンビニ）250円→200円
　　 個人市民税課税証明
　　 　（窓口）250円→300円　（コンビニ）250円→200円

◆問い合わせ
①福祉局保険年金課　

6208-7961　 6202-4156
② 幼稚園等保育料については
　　こども青少年局保育企画課
　　（幼稚園企画）
　　 6208-8085　 6202-6963
　 保育所等保育料については
　　こども青少年局保育企画課
　　（支給認定）
　　 6208-8037　 6202-6963
③ 住民票の写し、印鑑登録証明
　　手数料については
　　市民局総務課

6208-7337　 6202-7073
　 個人市民税課税証明手数料に
　　ついては
　　財政局管理課

6208-7742　 6202-6953

使用料・手数料改定等の主なもの（予算案とともに市会で審議）
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 問い合わせ　財政局財務課　 6208-7714　 6202-6951


